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壱岐市議会定例会９月会議議案 
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令和元年壱岐市議会定例会９月会議議案 

 
報告第 ６ 号  平成３０年度壱岐空港ターミナルビル株式会社に係る経営状況の報告

について 

 

報告第 ７ 号  平成３０年度株式会社壱岐カントリー倶楽部に係る経営状況の報告に

ついて 

 

報告第 ８ 号  平成３０年度ＩＫＩ ＰＡＲＫ ＭＡＮＡＧＥＭＥＮＴ株式会社に係る

経営状況の報告について 

  

報告第 ９ 号  平成３０年度公益財団法人壱岐栽培漁業振興公社に係る経営状況の報

告について 

 

報告第１０号 平成３０年度一般財団法人壱岐市開発公社に係る経営状況の報告につ

いて 

 

報告第１１号  平成３０年度一般社団法人壱岐市ふるさと商社に係る経営状況の報告

について 

 

報告第１２号 平成３０年度壱岐市財政健全化判断比率及び資金不足比率の報告につ

いて 

 

議案第１３号  成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係

法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の

制定について 

 

議案第１４号  壱岐市印鑑条例の一部改正について 

 

議案第１５号 壱岐市税条例等の一部改正について 

 

議案第１６号 壱岐市立小・中学校設置条例の一部改正について 

 

議案第１７号 壱岐市水道事業給水条例の一部改正について 

 

議案第１８号 気候非常事態宣言について 

 

議案第１９号  令和元年度壱岐市一般会計補正予算（第３号） 

 

議案第２０号  令和元年度壱岐市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

  



議案第２１号  令和元年度壱岐市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 

議案第２２号  令和元年度壱岐市下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

 

議案第２３号  令和元年度壱岐市農業機械銀行特別会計補正予算（第１号） 

 

議案第２４号  令和元年度壱岐市水道事業会計補正予算（第１号） 

 

認定第 １ 号  平成３０年度壱岐市一般会計歳入歳出決算認定について 

 

認定第 ２ 号  平成３０年度壱岐市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 

認定第 ３ 号  平成３０年度壱岐市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 

認定第 ４ 号  平成３０年度壱岐市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

認定第 ５ 号  平成３０年度壱岐市下水道事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

認定第 ６ 号  平成３０年度壱岐市三島航路事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

認定第 ７ 号  平成３０年度壱岐市農業機械銀行特別会計歳入歳出決算認定について 

 

認定第 ８ 号  平成３０年度壱岐市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定につい

て 

 

 

 



























報告第７号 

 

   平成３０年度株式会社壱岐カントリー倶楽部に係る経営状況

の報告について 

 

 平成３０年度株式会社壱岐カントリー倶楽部に係る経営状況につ

いて、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、別紙のとお

り報告する。 

 

  令和元年９月５日提出 

 

                壱岐市長 白 川 博 一   



 

 

 

第 36期 

 

       営 業 報 告 書 
   

 

 

         自  平成 30年４月 １日 

 

       至  平成 31年３月３１日 

        

 

 

  

株式会社 

 

      壱岐カントリー倶楽部 

 



営業報告 

当社の第 36期（平成 30年 4月 1日から平成 31年 3月 31日まで）における業

務概要並びに、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書を次の通り報

告します。 

1. 一般概要 

平成 30年度の我が国経済は、アベノミクスの推進により、雇用、所得環境

の改善が続く中で、緩やかな回復基調が続いており、景気の拡大は戦後最

長となるとの政府見解が、内閣府の発表した景気動向指数で、景気後退入

りの可能性が浮上し、安倍政権が誇った「戦後最長景気」は大きく揺らい 

でいる状況になりました。 

 

2. 壱岐島内の経済 

平成 30年度の本市においては、７月初めの大雨と 7～8月の猛暑がありまし

たが特別の被害もなかった。経済状況は平成 29 年 4 月施行の有人国境離島

法の恩恵で、雇用環境は上向き傾向となった反面、基幹産業である水産業の

衰退が著しい上に人口減少による個人消費の落ち込みで企業も深刻な経営

状況が続きました。 

 

3. 当社の経営状況 

平成 30年度来場者数は、メンバー 4,871名、ビジター 1,830名 合計 

6,701名で前年比 191名の増加となりました。 

今年度も、7月初めの大雨と７～8月の猛暑により一時的に減少しましたが、

ビジター来場者(109 名)の増加等により５年振り(平成 25 年から 29 年度迄

2,417名減少)に 前年度を上回る実績となりました。 

① 売上高は来場者の増加等により 266 千円増加し、総売上高は 48,526 千円の

実績となり、売上原価・仕入高等差引、売上総利益は 42,267 千円の実績とな

った。 

② 一般管理費は、人件費が 1,911 千円減少(男性 1 名)と減価償却費が 4,579 千

円減少(前年度、3ケ年分 5,455千円全額計上)し、その他は、ほぼ前年同額で

推移、全体で前年比 6,443 千円減少の 42,552千円となった。 

この結果、営業損益は前年比 5,816 千円増加の△285千円(前年度△6,101

千円)となったが、事業外収益(589千円)および特別利益(34千円)合計で 623

千円となり差引、税引前当期純利益は 338千円となった、法人税等引当金

182千円充当後、当期純利益は 155千円(前年度 386千円)の実績となった。 

本年度はホームページの大巾な更新を行い島内外へＰＲすることが出来た。 
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今後の課題としては、ホームページの有効活用による島内外ゴルファー人口

の増加対策、消費税増税に伴う料金体制の見直し等総合的な収支改善に努力

する必要があります。 

 

4. コース管理部門 

・枯松の伐採作業、12月迄 117本・１月から森林組合(今年から)で対応 

・中古ゴルフカート 3月 1台購入(1台廃棄)及び既存カート点検整備         

・グリーンの芝生検査及びコケ等専用除草剤(キレダー)の散布、肥料の散布 

 

5. 定期株主総会(年 1回) 

・平成 30年 6月 27日 壱岐カントリー倶楽部 本社で開催 

・第 35期に関する事業報告及び計算書類の報告の件 

・第 3５期株主資本等変動計算書並びに監査結果報告の件 

・剰余金処分の件    

  ・任期満了に伴う監査役選任の件 

 

6. 取締役会(年 4回) 壱岐カントリー倶楽部 本社で開催(議案は省略) 

  ・平成 30年 6月 20日 ・平成 30年 8月 30日 ・平成 30年 11月 14日 

  ・平成 30年 12月 14日 

 

7. 監査役会(年 1回) 壱岐カントリー倶楽部 本社で開催 

・平成 30年 6月 13日 

・平成 29年度決算監査の件 

 ・任期満了に伴う監査役選任の件 

 

8. 従業員構成 （31.03.31現在） 

○ 事務所      支配人（社長兼務） 1名 

     事務フロント    2名  

 ○レストラン        1名 （時間給） 

 ○コース管理        6名（時間給 4名、同日 1名退職含まず） 

    合計                9名 

 

9.会員状況  (31.03.31 現在) 

・個人、島内会員 366名+休眠会員 147名+島外会員 183名=696名 

・法人会員    110社 記名人数 109名 全体計 805名 
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・年会費 メンバー会員 支払対象者 165名×6000 回収額  990,000円 

                    (前年度未納者・次年度納入者含む)         

         年間・39会員 支払対象者 56名×10,000回収額 560,000円 

合計           221名        1,550,000円 

 

10. 株式関係 （31.03.31現在） 

① 発行する株式総数  5120株 

② 発行済株式総数   3600株 

③ 資本金    72.000.000 円 

 

11. 株主状況 (31.03.31現在)                  株主数 14名 

株 主 名 持 株 数 持株比率 

壱岐市 1.320株 36.67  

品川晃一郎 1.000 27.78 

品川護郎 568 15.78 

壱岐開発株式会社 300 8.32 

辻川更司 100 2.78 

松嶋泰 80 2.22 

井川武 80 2.22 

(株)玄海モータース 60 1.67 

玄海酒造㈱ 40 1.11 

(有)白川重家 20 0.56 

上田屋商店 20 0.56 

壱岐空港ターミナル     4 0.11 

オリエンタルエアブリッジ

(株) 

   4 0.11 

九州郵船(株) 4 0.11 

  合     計 3.600株 100.00％   

 その他 

④ 第 16回 ゴルフ場開放日実施 こどもの日 30/5/5(土) 

⑤ 第 30回 芦辺町ゴルフ大会実施  30/07/15 日  

⑥ 第 20回 島民ゴルフ大会実施  30/11/18日 秋季大会 

⑦ 第 21回 島民ゴルフ大会実施  31/03/10日 春季大会 

⑧ チャリティコンペ実施 30/12/16 日 壱岐市社会福祉協議会郷ノ浦事

業所へ 2万円寄贈 
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主要勘定残高明細表 

平成 31年 3月 31日現在 

単位 : 円 

（1） 預金 

金 融 機 関 名 種 類 期 末 残 高     適 用 

十八銀行壱岐支店 普通預金 2,943,629  

親和銀行壱岐中央支店 普通預金    223,557  

長崎県信漁連壱岐支店  普通預金     29,298  

合 計  3,196,484  

（2） 未収入金 

相手先 種 類 期末残高 適用 

壱岐市指定管理料       翌月決済  1,731,500  

 JCB・VISA他  翌月決済 548,930  

    合 計      2,280,430  

（3）買掛金・未払金       

相手先 種 類 期末残高 適用 

白川商事 レストラン  21,384 買掛金 

太陽商事 レストラン     50,120 買掛金 

西原商会その他 レストラン    151,495 買掛金 

    

壱岐市機械銀行 外注費    1.641.000 未払金 

壱岐税務署 消費税      905,300 未払金 

厚生労働省 社会保険料 415,200 未払金 

壱岐振興局 法人県民税       52.500 未払金 

壱岐市 法人市民税    130.000 未払金 

    合 計      3,366,999  

（4）借入金 

相手先 種 類 期末残高 適用 

品川晃一郎 民事再生  1,287,180 分割払 

品川護郎 民事再生       159,852 同 

 井川 武他 民事再生    59.530 同 

    合計   1,506,562  
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報告第９号 

 

 

   平成３０年度公益財団法人壱岐栽培漁業振興公社に係る経営状況

の報告について 

 

 

平成３０年度公益財団法人壱岐栽培漁業振興公社に係る経営状況につ

いて、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、別紙のとおり報

告する。 

 

 

  令和元年９月５日提出 

 

 

 

壱岐市長 白 川 博 一   
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平成 30 年度経営状況報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人壱岐栽培漁業振興公社 



【役員名簿】
平成31年3月31日現在

区分 住所 役職名

理事長 壱岐市勝本町勝本浦383番地1
壱岐市漁業協同組合長会
会長

理事 壱岐市芦辺町諸吉東触44番地
郷ノ浦町漁協
参事

理事 壱岐市勝本町東触1520番地
勝本町漁協
参事

理事 壱岐市芦辺町箱崎大左右触511番地2
箱崎漁協
参事

理事 壱岐市芦辺町諸吉東触473番地
壱岐東部漁協
参事

理事 壱岐市石田町印通寺浦242番地
石田町漁協
参事

計

監事 壱岐市石田町筒城仲触1844番地
石田町漁協
代表理事組合長

監事 壱岐市芦辺町大左右触587番地
壱岐市
水産課課長補佐

計

【評議員名簿】

住所 役職名

壱岐市郷ノ浦町東触342番地4
壱岐振興局
農林水産部長

壱岐市勝本町東触1382番地
壱岐市
農林水産部長

壱岐市石田町筒城西触613番地
壱岐市
水産課長

壱岐市勝本町勝本浦366番地2
壱岐市漁業協同組合長会
事務局長

壱岐市郷ノ浦町渡良浦267番地
郷ノ浦町漁協
代表理事組合長

壱岐市芦辺町瀬戸浦145番地
箱崎漁協
代表理事組合長

壱岐市芦辺町芦辺浦636番地16
壱岐東部漁協
代表理事組合長

壱岐市勝本町坂本触89番地2
勝本町漁協
理事

壱岐市石田町印通寺浦469番地69
石田町漁協
理事

中村 清

田中 忠明

平田 博昭

村井 篤雄

赤木 茂弘

平田 慎太郎

氏名

安永 光幸

小川 俊則

大久保 照享

２名

中山 等

計９名

氏名

樋口 一司

松嶋 要次

６名

熊本 安裕

井戸川 由明

小楠 彰人

浦田 和男

大久保 敏範
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平成 30 年度事業報告 

 

１．基金の造成 

平成 11 年度より 14 年度までの 4ヵ年で、長崎県及び旧４町より運用財産として

それぞれ 400,000,000 円ずつ 800,000,000 円の出捐があったが、平成 14 年 12 月

27 日において長崎県出資団体あり方検討委員会最終提言により基金の造成を中断

し、昨年度に引き続き地域栽培漁業推進基金支援事業を実施しました。 

 

２．事業の概要 

壱岐地域における沿岸性魚種の放流種苗を安定的に確保し、地域栽培漁業の永続

的な発展を図るため、種苗放流事業を実施しました。 

(1)事業内容：種苗放流事業 

・壱岐市管内５漁協に対し、アワビ種苗各 10,000 個、合計 50,000 個を放流しました。 

(2)事業費算出基礎 

・種苗購入費 

アワビ(30mm) 55 円／個×50,000 個＝ 2,750,000 円 

小計  2,750,000 円 

消費税相当額 2,750,000 円×0.08＝ 220,000 円 

合計  2,970,000 円 

・財源内訳 

1.基金運用益 700,000,000 円×0.310％＝ 2,170,000 円 

2.基金支援事業助成額 200,000,000 円×0.310％＝ 620,000 円 

3.他会計振替額（法人会計より） 180,000 円 

合計 2,970,000 円 

 

(3)事業内訳 （単位：円） 

事業種目 実施内容 事業費 
経費負担区分 

運用益・助成金 他会計振替額 

 

種苗放流事業 

 

アワビ 

50,000 個購入 

(30 ㎜サイズ） 

 

2,970,000 

基金運用益 

2,170,000 

長崎県助成金 

310,000 

壱岐市助成金 

155,000 

管内５漁協助成金 

155,000 

 

180,000 
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平成 30 年度収支決算書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人壱岐栽培漁業振興公社 



(単位：円)

Ⅰ 資産の部

１．流動資産

現金 0 0 0

普通預金 207,594 108,982 98,612

流動資産合計 207,594 108,982 98,612

２．固定資産

(1)基本財産

定期預金 100,000,000 100,000,000 0

基本財産合計 100,000,000 100,000,000 0

(2)特定資産

運用財産積立貯金 700,000,000 700,000,000 0

特定資産合計 700,000,000 700,000,000 0

(3)その他固定資産 0 0 0

固定資産合計 800,000,000 800,000,000 0

資産合計 800,207,594 800,108,982 98,612

Ⅱ 負債の部

１．流動負債 0 0 0

２．固定負債 0 0 0

負債合計 0 0 0

Ⅲ 正味財産の部

１．指定正味財産

長崎県補助金 400,000,000 400,000,000 0

壱岐市補助金 400,000,000 400,000,000 0

指定正味財産合計 800,000,000 800,000,000 0

（うち基本財産への充当額) ( 100,000,000 ) ( 100,000,000 ) ( 0 )

（うち特定資産への充当額) ( 700,000,000 ) ( 700,000,000 ) ( 0 )

２．一般正味財産 207,594 108,982 98,612

（うち基本財産への充当額) ( 207,594 ) ( 108,982 ) ( 98,612 )

（うち特定資産への充当額) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

正味財産合計 800,207,594 800,108,982 98,612

負債及び正味財産合計 800,207,594 800,108,982 98,612

増 減科 目 前 年 度当 年 度

平成31年3月31日時点

貸借対照表
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(単位：円)

Ⅰ 資産の部

１．流動資産

現金 0 0 0

普通預金 0 207,594 207,594

流動資産合計 0 0 207,594 0 207,594

２．固定資産

(1)基本財産

定期預金 0 100,000,000 100,000,000

基本財産合計 0 0 100,000,000 0 100,000,000

(2)特定資産

運用財産積立貯金 700,000,000 0 700,000,000

特定資産合計 700,000,000 0 0 0 700,000,000

(3)その他固定資産 0 0 0

固定資産合計 700,000,000 0 100,000,000 0 800,000,000

資産合計 700,000,000 0 100,207,594 0 800,207,594

Ⅱ 負債の部

１．流動負債 0 0 0

２．固定負債 0 0 0

負債合計 0 0 0 0 0

Ⅲ 正味財産の部

１．指定正味財産

長崎県補助金 300,000,000 100,000,000 400,000,000

壱岐市補助金 400,000,000 0 400,000,000

指定正味財産合計 700,000,000 0 100,000,000 0 800,000,000

（うち基本財産への充当額) ( 0 ) ( ) ( 100,000,000 ) ( ) ( 100,000,000 )

（うち特定資産への充当額) ( 700,000,000 ) ( ) ( 0 ) ( ) ( 700,000,000 )

２．一般正味財産 0 0 207,594 0 207,594

（うち基本財産への充当額) ( 0 ) ( ) ( 207,594 ) ( ) ( 207,594 )

（うち特定資産への充当額) ( 0 ) ( ) ( 0 ) ( ) ( 0 )

正味財産合計 700,000,000 0 100,207,594 0 800,207,594

負債及び正味財産合計 700,000,000 0 100,207,594 0 800,207,594

法 人 会 計
内 部 取 引

消 去
合 計科 目

公 益 目 的

事 業 会 計

収 益 事 業

等 会 計

平成31年3月31日時点

貸借対照表内訳表
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(単位：円)

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1)経常収益

①基本財産運用益 310,000 326,780 △ 16,780

基本財産受取利息 310,000 326,780 △ 16,780 1億円×0.31％

②特定資産運用益 2,170,000 2,287,465 △ 117,465

特定資産受取利息 2,170,000 2,287,465 △ 117,465 7億円×0.31％

③受取補助金等 310,000 325,000 △ 15,000

基金支援事業補助金 310,000 325,000 △ 15,000 県 2億円×1/2×0.31％

④受取負担金 310,000 325,000 △ 15,000

基金支援事業地元負担金 310,000 325,000 △ 15,000 市・漁協 2億円×1/2×0.31％

⑤事業収益 0 0 0

事業収益 0 0 0

⑥雑収入 2 1 1

普通預金受取利息 2 1 1

経常収益計 3,100,002 3,264,246 △ 164,244

(2)経常費用

①事業費 2,970,000 3,267,000 △ 297,000

種苗購入費 2,970,000 3,267,000 △ 297,000

②管理費 31,390 30,230 1,160

会議費 0 0 0

旅費交通費 28,250 27,600 650

通信運搬費 790 280 510

消耗品費 0 0 0

印刷製本費 0 0 0

賃貸料 0 0 0

雑費 2,350 2,350 0

③積立預金支出 0 0 0

④予備費 0 0 0

予備費 0 0 0

経常費用計 3,001,390 3,297,230 △ 295,840

当期経常増減額 98,612 △ 32,984 131,596

２．経常外増減の部

(1)経常外収益 0 0 0

(2)経常外費用 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 98,612 △ 32,984 131,596

一般正味財産期首残高 108,982 141,966 △ 32,984

一般正味財産期末残高 207,594 108,982 98,612

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 800,000,000 800,000,000 0

指定正味財産期末残高 800,000,000 800,000,000 0

Ⅲ 正味財産期末残高 800,207,594 800,108,982 98,612

増 減 備 考科 目 前 年 度当 年 度

平成30年4月1日～平成31年3月31日

正味財産増減計算書
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(単位：円)

共 通

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1)経常収益

①基本財産運用益 0 0 310,000 310,000

基本財産受取利息 0 0 310,000 310,000

②特定資産運用益 2,170,000 2,170,000 0 2,170,000

特定資産受取利息 2,170,000 2,170,000 0 2,170,000

③受取補助金等 310,000 310,000 0 310,000

基金支援事業補助金 310,000 310,000 0 310,000

④受取負担金 310,000 310,000 0 310,000

基金支援事業地元負担金 310,000 310,000 0 310,000

⑤事業収益 0 0 0 0

事業収益 0 0 0 0

⑥雑収入 0 0 2 2

普通預金受取利息 0 0 2 2

経常収益計 2,790,000 0 2,790,000 0 310,002 0 3,100,002

(2)経常費用

①事業費 2,970,000 2,970,000 0 2,970,000

種苗購入費 2,970,000 2,970,000 0 2,970,000

②管理費 0 0 31,390 31,390

会議費 0 0 0 0

旅費交通費 0 0 28,250 28,250

通信運搬費 0 0 790 790

消耗品費 0 0 0 0

印刷製本費 0 0 0 0

賃貸料 0 0 0 0

雑費 0 0 2,350 2,350

③積立預金支出 0 0 0 0

④予備費 0 0 0 0

予備費 0 0 0 0

経常費用計 2,970,000 0 2,970,000 0 31,390 0 3,001,390

当期経常増減額 △ 180,000 0 △ 180,000 0 278,612 0 98,612

２．経常外増減の部

(1)経常外収益 0 0 0 0

(2)経常外費用 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0

他会計振替額 180,000 180,000 △ 180,000 0

当期一般正味財産増減額 0 0 0 0 98,612 0 98,612

一般正味財産期首残高 0 0 0 0 108,982 0 108,982

一般正味財産期末残高 0 0 0 0 207,594 0 207,594

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 700,000,000 0 700,000,000 0 100,000,000 0 800,000,000

指定正味財産期末残高 700,000,000 0 700,000,000 0 100,000,000 0 800,000,000

Ⅲ 正味財産期末残高 700,000,000 0 700,000,000 0 100,207,594 0 800,207,594

合 計

内 部

取 引

消 去

科 目

収 益

事業等

会 計

実 施 事 業 等 会 計 ( 公 益 目 的 事 業 会 計 )

栽 培 漁 業 支 援 事 業 小 計
法 人 会 計

平成30年4月1日～平成31年3月31日

正味財産増減計算書内訳表
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(単位：円)

定期預金 100,000,000 0 0 100,000,000

基本財産 計 100,000,000 0 0 100,000,000

定期預金 700,000,000 0 0 700,000,000

特定財産 計 700,000,000 0 0 700,000,000

期 末 帳 簿 価 額

基本財産

特定資産

当 期 減 少 額区 分 資 産 の 種 類 期 首 帳 簿 価 額 当 期 増 加 額

平成31年3月31日時点

附属明細書
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(単位：円)

現金

なし 運転資金として 0

預金 普通預金

長崎県信漁連 運転資金として 207,594

流 動 資 産 合 計 207,594

基本財産 定期預金

定期預金 長崎県信漁連 100,000,000

特定資産 定期預金

運用財産積立貯金 長崎県信漁連 700,000,000

固 定 資 産 合 計 800,000,000

資 産 合 計 800,207,594

固定資産 運用利息を法人会計(管理費)の財源と

して使用している。

運用利息を栽培漁業推進事業の財源

として使用している。

金 額科 目 場 所 使 用 目 的 等

流動資産

平成31年3月31日時点

財産目録
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上記のとおりご報告申し上げます。 

令和元年 7 月 30 日 

 

公益財団法人壱岐栽培漁業振興公社 

理 事 長  大 久 保  照 享 



























 
報告第１１号 
 
 
   平成３０年度一般社団法人壱岐市ふるさと商社に係る経営状

況の報告について 
 
 
 
 平成３０年度一般社団法人壱岐市ふるさと商社に係る経営状況に

ついて、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、別紙のと

おり報告する。 
 
 
  令和元年９月５日提出 
 
 
                壱岐市長 白 川 博 一 
 



















報告第１２号 

 

   平成３０年度壱岐市財政健全化判断比率及び資金不足比率の 

   報告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２

２条第１項の規定により、平成３０年度壱岐市財政健全化判断比率

及び資金不足比率を、監査委員の意見を付して報告する。 

 

  令和元年９月５日提出 

 

壱岐市長 白 川 博 一   





■平成３０年度 健全化判断比率の状況

（単位：％）

地方公共団体
コード

都道府県名 市区町村名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

422100 長崎県 壱岐市 - - 5.5 13.0

（単位：％）

標準財政規模
（千円） うち臨時財政対策債

発行可能額

早期健全化基準 12.99 17.99 25.0 350.0

12,563,863 480,678 財政再生基準 20.00 30.00 35.0

※実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合、及び実質公債費比率又は将来負担比率が算定されない場合は「－」で記載。

■平成３０年度 資金不足比率の状況
（単位：％）

地方公共団体
コード

都道府県名 市区町村名 下水道事業特別会計 三島航路事業特別会計 水道事業会計

422100 長崎県 壱岐市 － － －

※資金不足額が生じていない場合は「－」で記載。





 

 

 

 

 

平成３０年度 

 

 

壱岐市財政健全化判断比率 

及び資金不足比率審査意見書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

壱岐市監査委員 
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平成３０年度壱岐市財政健全化判断比率 

及び資金不足比率審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

  この財政健全化審査は、市長から提出された健全化判断比率及び資金不足

比率について関係職員の説明を聴取し、その算定の基礎となる事項を記載し

た書類が適正に作成されているかどうか審査を実施した。 

 

（１）審査日   令和元年７月２５日 

 （２）従事した監査委員  吉田 泰夫、 喜多 𠀋美、 土谷 勇二 

第２ 審査の結果 

  審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率について、その算定の基

礎となる事項を記載した書類は、いずれも正確に作成されているものと認め

られる。 

記 

１ 健全化判断比率                                          (単位：％) 

区   分 
平成３０年度 平成２９年度 

壱岐市 早期健全化基準 壱岐市 早期健全化基準 

(１)実 質 赤 字 比 率   － １２．９９   － １２．９５ 

(２)連結実質赤字比率   － １７．９９   －   １７．９５ 

(３)実質公債費比率  ５．５ ２５．０ ４．６   ２５．０ 

(４)将 来 負 担 比 率 １３．０ ３５０．０ ６．８ ３５０．０ 

※ 表中の「－」は、実質赤字額及び連結実質赤字額がないことによるものである。 

 

（１） 実質赤字比率 

一般会計及び農業機械銀行特別会計における実質収支はいずれも黒字で

あり、実質赤字比率は△３．９７％となっている。 

 

（２） 連結実質赤字比率 

その他の一般会計以外の特別会計（公営企業に係る特別会計を除く。）に

おける実質収支は黒字であり、また公営企業会計における資金不足も生じて

いない。したがって、連結実質赤字比率は△１２．１４％となっている。 
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（３） 実質公債費比率 

  平成３０年度の実質公債費比率を単年度で比較すると、前年度に比べ１．

４６ポイント増と悪化しているが、主な要因は、合併算定替の段階的縮減に

より普通交付税が減となったことによるものである。なお、３カ年平均の比

率は０．９ポイント増の５．５％となっている。 

※実質公債費比率（単年度） 

平成２８年度 ４．７９９０９％ 

平成２９年度 ５．２０８９４％ 

平成３０年度 ６．６６６３１％ 

 

（４）将来負担比率 

平成３０年度決算においては、普通交付税額等の減により、前年度に比べ

６．２ポイント増の１３．０％となっている。 

 

２ 資金不足比率                                           (単位：％)                        

 

区  分 

平成３０年度 平成２９年度 

壱岐市 経営健全化基準 壱岐市 経営健全化基準 

下水道事業会計 － 

２０．０ 

－ 

２０．０ 三島航路事業会計 － －  

水 道 事 業 会 計 － － 

※ 表中の「－」は、資金不足額がないことによるものである。 

公営企業ごとの、資金の不足額の事業の規模に対する比率であり、いずれ

の会計においても資金不足は生じておらず、資金不足比率はない。 

第３ 審査意見 

  実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比率・将来負担比率のいず

れにおいても、早期健全化基準を下回った数値である。 

また、資金不足もなく、平成３０年度における本市の財政状態は適正に維

持されていると判断できる。 

今後は、人口の減少に伴う普通交付税の減額が予想され、また、合併特例

債等の元利償還金の増加により、実質公債費比率の上昇が懸念される。 


	00.表紙・目次
	報告第6号 平成30年度壱岐空港ターミナルビル株式会社に係る経営状況の報告について
	報告第7号 平成30年度株式会社壱岐カントリー倶楽部に係る経営状況の報告について
	報告第8号 IKI PARK MANAGEMENT株式会社に係る経営状況の報告について
	報告第9号 平成30年度公益財団法人壱岐栽培漁業振興公社に係る経営状況の報告について
	報告第10号 平成30年度一般財団法人壱岐市開発公社に係る経営状況の報告について
	報告第11号 平成30年度一般社団法人壱岐市ふるさと商社に係る経営状況の報告について
	１報告第１１号
	３ふるさと商社経営状況報告

	報告第12号 平成30年度壱岐市財政健全化判断比率及び資金不足比率の報告について
	01_財政健全化判断比率の報告について
	02_各種比率
	03_健全化判断比率審査意見書 - コピー
	空白ページ
	空白ページ




